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★保険料の免除制度
　【全額免除制度】→保険料の全額が免除

　【半額納付制度】→保険料の２分の１を納付

　　　　　　　　　　（残り２分の１が免除）

　【４分の１納付制度】→保険料の４分の１を納付

　　　　　　　　　　　　（残り４分の３が免除）

　【４分の３納付制度】→保険料の４分の３を納付

　　　　　　　　　　　　（残り４分の１が免除）

★一部納付する場合の月々の保険料額
                                      （平成 30 年度）
　４分の１納付　→　４，０９０円

　２分の１納付　→　８，１７０円

　４分の３納付　→１２，２６０円

　これらの制度をご利用いただく場合は、ご本人、配

偶者、世帯主の前年所得が、それぞれ一定の基準額以

下であることが条件です。ただし、一部納付制度は、

納付すべき一部保険料が未納となった場合は、一部免

除が無効となり、老齢・障害・遺族の基礎年金の受給

資格期間には含まれませんので、必ず一部保険料を納

付していただく必要があります。

このほかに、以下の制度があります。

【納付猶予】この制度は、低所得である５０歳未満の方

（学生を除く）が、将来の無年金・低年金となることを

防止するために、同居している世帯主の所得にかかわ

らず、本人及び配偶者の所得要件により、保険料の納

付を猶予するものです。

【学生納付特例制度】この制度は、学校教育法に規定す

る大学（大学院）・短期大学・高等学校・高等専門学校・

専修学校及び各種学校（修業年限１年以上である課程）

に在学する学生等で、ご本人の前年所得が基準額以下

であることにより、国民年金保険料の納付が猶予され

るものです。

【法定免除】この制度は、障害年金や生活保護法の生活

扶助を受給している方の国民年金保険料を申請により

免除するものです。

★保険料免除等は、７月～翌年６月を承認期間
　とします。
＊申請免除等の対象となる方
１. 前年の所得（収入）が少なく、保険料を納めること

　が困難な場合

２. 障害者または寡婦であって、前年の所得が１２５万

　円以下の場合

３. 生活保護法による生活扶助以外の扶助を受けている

　場合

４．１～３以外の特例的な事由による場合

　① 震災、風水害、火災その他これらに類する災害に

　　より、被害金額が財産の価格のおおむね２分の１

　　以上である損害を受けたとき

　② 失業により保険料を納付することが困難と認めら

　　れるとき

　③ 事業の休止または廃止により厚生労働省が実施す

　　る離職者支援資金貸付制度による貸付金の交付を

　　受けたとき

　これらの事由による場合は、申請の際にその事実を明

らかにすることができる書類の添付が必要となります。

＊失業を理由とする場合
○ 雇用保険の被保険者が離職した場合　　

　・ 雇用保険受給資格者証の写し

　・ 雇用保険被保険者離職者票の写し

　・ 雇用保険被保険者資格喪失確認通知書の写し

○ 雇用保険の適用のない者が離職した場合

　・ 事業主の証明に納税通知書の写しを添付

 　　（納税通知書が添付できない場合は、事業主の証

　　　明に理由を記載する。）

　・ 公務員については、辞令の写し

○ 離職者支援資金の貸付を受けている場合　

　・ 離職者支援資金の貸付決定通知書の写し

○ 自営業者等の事業の休止・廃止による場合

　・ 事業の休止（廃止）届の写し

▼問い合わせ
　　一宮年金事務所　　☎ 0586（45）1418

「国民年金保険料の免除制度」について
住民課　内線 245

　国民年金制度は、２０歳以上６０歳未満の全ての方が加入する制度です。老後の老齢基礎年金の
ほか、万が一のときの障害基礎年金や遺族基礎年金が受け取れる制度です。
　国民年金保険料は、月額１６，３４０円（平成３０年度）ですが、経済的な理由等で保険料の納
付が困難な場合は、申請手続をしていただくことにより、保険料納付の免除又は一部納付（一部免
除）の制度があります。また、２年１カ月前の月分までさかのぼって免除申請をすることができます。
納付についてお困りの方は、住民課国民年金窓口または年金事務所へご相談ください。


